

































































（4） 公益財団法人介護労働安定センター（2017）「平成 28 年度「介護労働実態調査」の結果」（http://www.
kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_chousa_kekka.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1 月 19 日）p.14。
（5） 公益財団法人介護労働安定センター（2017）「平成 28 年度　介護労働実態調査［介護労働者の就業実態と就業
意識調査］」Ｂ介護労働者調査の統計表（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_chousa_roudousha_
toukeihyou.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1月 19日）p.14。
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　第 4回福祉人材確保専門委員会（平成 27 年 2 月 23 日）の審議後，三菱UFJ リサーチ
＆コンサルティングによる平成 27 年度　老人保健事業推進費等補助金　老人保健健康増





















































（2016 年 10 月 5 日），第 8回「介護人材の機能とキャリアパスの実現に向けて―社会福祉士のあり方につい
て」（2016 年 12 月 13 日），第 10 回「介護人材の機能とキャリアパスの実現に向けて―社会福祉士に求めら


























































































































































































































































る場合，一般的に介護職員 20 人に 1
人の事務職員が必要。































































































































（26）公益財団法人　介護労働安定センタ （ー2017）「介護労働の現状について―平成 28 年度介護労働実態調査（平
成 29 年 8 月 4 日公表）」（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_roudou_genjyou.pdf）（最終閲覧日：


















































































keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/1221/shiryo_02-2.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1 月 19 日）p.18。
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千葉商大論叢　第 55 巻　第 2号（2018 年 3 月）
〔抄　録〕
　介護分野における ICTの活用が政府により推進されている。富士通研究所がキャリア
介護研究会の研究成果をもとに開発したキャリア介護システムは，訪問介護の訪問介護員
がスマートフォンで業務記録を入力し，その業務履歴を訪問介護員に帰属させるシステム
である。このシステムにより，訪問介護員は事務業務の簡素化，効率的な業務管理，キャ
リアアップ，仕事へのモチベーションの向上，介護サービスの質の向上，所得増加が可能
となる。訪問介護事業所は，業務の効率化，人材募集の費用削減などの業務コストを削減
できる。キャリア介護システムは，訪問介護員が抱える問題だけでなく，訪問介護の現場，
訪問介護事業者そして地域のみならず日本社会の介護分野に関する諸問題をも解決する
ツールとなりえる。介護分野における ICTの活用は現場の生産性向上だけではなく，そ
のシステムの構築のあり方次第でその波及効果によって介護分野における様々な問題をも
解決することが可能である。キャリア介護システムが普及し，介護分野の諸問題が解決さ
れることが望まれる。
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齋藤香里：訪問介護員の業務履歴の ICT化による訪問介護における諸問題の解決案
